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１　核兵器廃絶と安全保障法制（戦争法）について
（辻県議）まず、核兵器廃絶と安全保障法制＝いわゆる戦争法について質問します。
　１１月２日に国連本部で開かれた国連総会第一委員会で、オーストリアなどが提案した「核兵器の禁止と廃絶のための人道の誓い」、南アフリカなどが提案した「核兵器のない世界への道徳的な責務」の決議案に日本はいずれも棄権しました。これらの決議案は、核兵器使用の非人道性を非難し、核兵器を禁止する法的拘束力のある措置や効果的措置をとるよう、交渉や行動を求めています。日本政府は被爆国でありながら、核抑止力論、「核の傘」依存の立場から、核兵器禁止条約の交渉開始を求める国連総会決議に棄権を続けています。
　私は被爆地広島の県議として、綱領に核兵器の廃絶を明記している日本共産党の議員として、政府の立場は到底、容認できません。被爆県広島の知事として、日本国政府のこうした立場について、湯崎知事のご所見をお伺いします。
（知事）　核兵器のない平和な国際社会の実現に向けて取り組むことは，人類史上初の被爆地の自治体である本県にとりまして，重要な使命であると認識いたしております。
　核兵器廃絶に向けましては，近年，さまざまなアプローチがあり，法的な枠組によって核兵器の使用を禁止し，その上で全面禁止へと向かう取組もその一つで，この道筋が世界的な潮流になることにより，廃絶が実現できれば，理想的な筋道の一つであると思われます。
　一方で，現状では，核兵器国と非核兵器国の間の溝が深まっているのも事実であり，日本政府としては，今回，核兵器国と非核兵器国が協力して核軍縮を進めるべきだという日本の立場と一致しなかったことから，いずれの決議案にも棄権したとお伺いしております。
　政府におかれましては，核兵器の廃絶に向けた取組を進めるという点で本県と思いを同じくしていると考えており，去る１２月７日には，核兵器国と非核兵器国との溝を乗り越える観点からも，我が国が国連に提出していた政治指導者の広島，長崎への訪問を促す内容を含む決議が可決されるなど，大変な御尽力をされていると認識いたしております。 
　また，県・市が連携して政府に対し，Ｇ７広島外相会合開催時の各国外相の平和記念資料館見学等の実施を提案しており，政府において検討いただいております。
　今後とも，日本政府におかれましては，唯一の被爆国として，核兵器廃絶に関しまして，国際社会における積極的なリーダーシップを発揮していただきたいと考えております。
（辻県議）次は、９月１９日に自民党・公明党などの採決強行で成立した安全保障法制・戦争法の問題についてであります。法律成立から3カ月近くなりますが、戦争法の廃止を求める世論と運動は全国で今も続いています。
この法律は、内容も、やり方も、二重に憲法違反であり、廃止するしかありません。内容の面では、「戦闘地域」での兵站、戦乱が続く地域での治安活動、米軍防護の武器使用、そして集団的自衛権の行使―そのどれをとっても、戦争放棄、戦力不保持、交戦権否認を明確にしている憲法9条を蹂躙し、自衛隊の海外での武力行使に道を開くものとなっています。
やり方の面では、政府が戦後６０年あまり、「集団的自衛権行使は憲法９条のもとではできない」といってきた憲法解釈を一内閣の専断でひっくり返す、立憲主義を破壊するというやり方をとりました。ママの会のお母さんたちは「誰の子どもも殺させない」と立ち上がり、学生団体のシールズは集会やデモで「民主主義って何だ」「勝手に決めるな」とコールしました。憲法学者の大多数、内閣法制局の歴代長官、最高裁判所の元判事や元長官らは「立憲主義の破壊は許せない」と声をあげました。これらのたたかいに励まされて野党は最後まで団結して安倍内閣をおいつめました。
　知事、あなたは、憲法や民主主義に反する今回の採決強行をどう思われますか、ご所見をお伺いします。
（経営戦略審議官）いわゆる安全保障法制は，平和国家としての国の在り方の根幹に関わるものでありますことから，国民による議論，国民の代表による国会での議論が重要であると考えておりますが，今回の採決は，国民の代表による国会運営・国会審議の結果であると理解しております。
（辻県議）日本共産党は、法案が強行された９月１９日に「国民連合政府」実現を呼びかけることを決めました。この提案は３つの柱です。第一は、戦争法（安保法制）廃止、安倍政権打倒のたたかいをさらに発展させよう、第２に、戦争法廃止で一致する政党・団体・個人が共同して国民連合政府をつくろう、第３に、「戦争法廃止の国民連合政府」で一致する野党が、国政選挙で選挙協力を行おう、というものです。
　わが党はいま全国で、この提案について申し入れ、懇談を行っています。多くの賛同の声が寄せられ、反響が広がっています。
憲法９条のもとで、日本は戦後、自衛隊員が殺し殺されることはありませんでした。ところが、戦争法をそのままにしておけば、自衛隊が海外で戦闘行為に巻き込まれ、殺し殺される恐れが大きくなります。憲法違反の法律をそのままにしておけば、日本は無法国家、独裁国家になってしまします。だから多くの人たちが戦争法・安保法制廃止の声をあげ、日本共産党の提案が反響を広げているのだと思います。知事のご所見をお伺いします。
（経営戦略審議官）安全保障法制廃止を目指す一連の動きは，詳細には把握しておりませんが，
・戦後歩んできた平和国家としての形が変わっていかないことや，
・戦争で殺されたり，他国の国民を殺さないこと
　を望む県民の皆様の中には，国会審議の過程で，安全保障法制への不安を感じた方もあるものと考えており，今後の運用面で，より丁寧な説明が必要であると考えております。
（辻県議）　この点で私が危惧するのは、テロの問題です。フランスのパリで同時テロが起こりました。今回の事件は、いかなる理由があろうと絶対許されない卑劣な犯罪行為です。同時に、これまでの事態が示しているように、空爆ではテロの根絶はできません。過激組織ＩＳは、２００３年に始まったイラク侵略戦争と２０１１年からのシリア内戦の混乱で生まれ、勢力を拡大してきました。イラク戦争の当事者であるブレア元イギリス首相は「イラク戦争がＩＳの台頭につながった」と認めています。テロを世界から根絶するためには、テロの土壌となっている問題をなくすなど、国際社会の一致結束した取り組みが必要だと日本共産党は考えています。戦争法によって、ＩＳに対する空爆などの軍事作戦に自衛隊が参加する危険性が生まれています。テロ問題の解決に役立たないだけでなく、日本国民をテロの危険にさらすことになります。アメリカにノーと言えない日本政府のもとで、戦争法の一刻も早い廃止が必要です。知事のご所見をお伺いします。
（経営戦略審議官）県民の皆様は，我が国が，将来にわたって，憲法の平和主義を尊重し，国際社会から尊敬される平和国家として歩んでいくことや，そのために，政府が努力していくことを望んでいると感じております。
　今後，政府におかれましては，説明を尽くし，国民とともに，国際平和構築に向けた取組に努めていただきたいと考えております。
（辻県議、再質問） 国会での論戦を通じ，安全保障法案は憲法違反であることが明らかになったと考えるが，知事の見解を伺う。

（経営戦略審議官）　日本国憲法は，三権分立を原則としており，いわゆる違憲審査権は，裁判所の権限とされております。 
　知事という機関や，地方公共団体は，法律の合憲・違憲について判断する権限を有しておりません。
（辻県議、再質問）　安全保障法案は存続すること自体が，立憲主義，法の支配を覆す状況を作ると同時に，地方自治にも影響を与えかねないと考えるが，知事に伺う。

（経営戦略審議官）　立憲主義，民主主義，法の支配は，国家の基本的な理念であり，地方自治に携わる者として，当然のことながら尊重し，遵守すべきものと考えております。
　繰り返しになりますが，知事という機関や，地方公共団体は，法律の合憲・違憲について判断する権限を有しておりません。

（辻県議、再々質問）安全保障法制については，判断ではなく，知事としてどう考えているのかを，改めて聞く。

（知事）　見解を求めるということで，判断はいらないということでございますが，判断をしなければ，見解を述べることはできません。
　知事という機関，あるいは地方公共団体は，法律の合憲・違憲について判断する権限を有しておりませんので，これは，審議官が答えても私が答えても同じでございます。
２　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）大筋合意と本県農林水産業への影響について
（辻県議）環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の「大筋合意」の概要が明らかになりました。国会決議で交渉内容にしないとしていたコメや牛肉など重要5品目をふくめ、農林水産物の8割以上の関税を撤廃するなど重大な内容になっています。
国会決議は、「米、麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物などの農林水産物の重要品目について、…除外又は再協議の対象とすること…」としています。ところが、米の７万8,400トンの別枠輸入を認め、牛肉は関税率を38.5%から９％へ、豚肉は、低価格品でキロ482円の関税が50円へ、高価格品はゼロ関税へ、乳製品も生乳換算で7万トンの輸入を認める。重要品目586品目のうち約3割にあたる174品目で関税を撤廃するなど、国会決議に違反し裏切るものになっています。安い輸入食品が増え、国内の農家や地域産業が大打撃を受けることになります。
ＪＡ全国農業協同組合中央会は１０月１５日にＴＰＰに関する特別決議で「…衆参農林水産委員会の国会決議の内容を逸脱しているとの懸念があるなか、生産現場には不安と怒りの声が広がっている」とＴＰＰ「大筋合意」を批判しています。また、全国漁業協同組合連合会は10月6日に「…安価な輸入畜産物の増大による水産物価格の下落や畜産物への置き換わりにより多大な影響が生ずる…」と危機感を表明しました。
鈴木宣弘東京大学教授のまとめでは、「大筋合意」による農業分野の被害額はコメ・約1,100億円、牛肉・3,262億円、豚肉・4,141億円、乳製品・約960億円、小麦約80億円、主要な果実は1,895億円と試算し、1兆千億円を超えるとしています。2013年の農業生産額は８兆５千億円余ですから、１３％もの減少になります。
本県、農林水産業への影響についてどのように考えているのか、知事のご所見をお伺いします。
（農林水産局長）本県の農林水産業は，担い手の減少や高齢化の進展，価格の低迷など，非常に厳しい状況にあることから，ＴＰＰ協定が締結されますと，安価な輸入農林水産物の増加による影響が懸念されるところでございます。
　特に，牛肉につきましては，輸入牛肉と肉質が競合する乳用種の牛肉を中心に価格が下落することが懸念され，さらには，乳用種の子牛，いわゆる肥育素牛を生産している酪農経営にも影響が及ぶものと考えております。
　また，かんきつ類につきましては，競合が見込まれるネーブルオレンジなど中晩柑類の比率が高い本県におきましては，輸入オレンジの価格が関税削減に応じて下落することにより，生産基盤が脆弱なかんきつ経営に影響が生じるものと懸念しております。
　米につきましては，現在，国内の主食用米の流通量削減に取り組んでいる中で，新たな輸入枠が設定されることにより，国産米全体の価格水準が下落することが懸念されますが，国が，輸入量に相当する国産米を備蓄米として買い入れることとなれば，影響は限定的になるものと考えております。
　今後，長期的，段階的に行われる関税の削減，撤廃に応じ，その段階での生産状況や取引価格，輸入量など影響を見極めながら，国の対策の十二分な活用も含め，本県の実情に即した対策を展開してまいりたいと考えております。
（辻県議）また、農林水産業はもとより、暮らしと経済を守るために、ＴＰＰ協定作成作業から撤退し、協定の調印・締結、国会承認を行わないことを政府に求めるべきであると考えますが、知事のご所見をお伺いします。
（経営戦略審議官）ＴＰＰ協定は，モノの関税だけでなく，サービス，投資の自由化を進め，さらには知的財産権，電子商取引，国有企業の規律，環境など，幅広い分野での新たなルールを構築するものであると認識いたしております。
　こうしたことから，自動車産業など，グローバル経済に強く連鎖した輸出型産業のウエイトが高い本県におきましては，輸出の拡大等，国際競争力の強化や県内産業の維持に寄与するものと考えております。
　一方で，零細な個別経営が大半を占める本県農業におきましては，関税の削減・撤廃や輸入枠の拡大で，安価な輸入農林水産物の増加による影響も懸念されるところでございます。
　このため，国に対し，農林水産業の持続的発展に向けた体系的な対策及び経営安定のための対策や，リスクへの不安などからこれまで海外展開に踏み切れなかった中小企業の支援を提案してまいりました。
　あわせて，ＴＰＰ協定の締結に当たっては，　妥結内容に基づく全体の影響と効果的な対策について，十分な情報と明確な説明を行うとともに，国益の向上，地域経済の活性化という視点から総合的な検討を行い，国民合意を得た上で判断することを求めているところでございます。
　さらに，ＴＰＰ協定を契機とした中小企業の一層のイノベーションの促進や，担い手が将来の生活設計を描くことができる農林水産業の確立に向けた取組を，近々示される国の対策とも連動させながら，着実に進めてまいります。

（辻県議、再質問）　ＴＰＰ協定大筋合意を踏まえ，広島県は，農林水産品への影響額を検討，公表するべきではないかと考えるが，伺う。

（農林水産局長）　国におきましては，年内に農林水産業を含めたＴＰＰ全体の経済効果分析の結果を公表するということを言われております。
　県といたしましては，分析の考え方や影響額の算出方法など，その内容を確認した上で，本県独自の要素も加味した影響額について，検討してまいりたいと考えております。

（辻県議、再々質問）　国の影響の試算，調査を受けて，県も検討してみたいということですけど，是非，広島県のＴＰＰの影響に対して，具体的に抜本的な対策をとろうと思うのであれば，どういう大きな影響が起きるのかということを試算してですね，そういう基で対策をとるようにこれをやっていただきたい。
　試算はその折にちゃんとされてお示し願いたい，このことを約束していただきたいと思います。

（農林水産局長）　国が年内に全体の経済分析等を示すということは，まだどういう形であるか分かりませんが，署名に向けた国会審議の始まる前に，全体を明らかにしていこうという主旨だと受け止めております。
　先ほど申しましたとおり，定性的な影響がある中で，県が色々な対策を打ち出す時に，どの程度の影響があるかは，十分考えた上でないといけないと思っております。
　先ほど答弁しましたが，国等の算出の仕方等も参考にして，県としての試算といいますか，影響はできる限り示した上で，前に進めていきたいと思います。
３　マイナンバー制度について
（辻県議）マイナンバーは赤ちゃんからお年寄りまで全員に１２桁の番号をつけ、国民一人ひとりが管理し税や社会保障の手続きなどで使用する仕組みです。現在、年金や税金、住民票などの個人情報は公的機関ごとにそれぞれ管理されています。マイナンバーでは各情報を一つに結びつけることが可能になります。
行政からすれば、国民の所得、年金、社会保険、福祉、公営住宅などの行政手続きや雇用主への届け出など、各種の個人情報を効率よく把握できる一方、マイナンバーがひとたび外部に漏れ出せば、悪用され、個人のプライバシーが侵害される危険性は極めて大きくなります。一度漏れた情報は取り戻すことはできません。先の日本年金機構の事件のように、システム上、運用上の不備を原因とした情報が流出した場合、甚大な被害をもたらします。マイナンバー制度が実施されなくても、住民生活への不都合は生じません。
マイナンバー制度は直ちに中止するよう県として政府に求めるべきであると考えますが、知事のご所見をお伺いします。
（総務局長）　マイナンバー制度は，社会保障・税等の行政手続に際しまして，より公正な給付と負担の確保を図るとともに，国民の利便性を高めることを目的とする社会基盤として位置づけられるものでございます。
　また，取り扱う個人情報は，マイナンバーを基に一元的に管理されるものではなく，これまでと同様に，それぞれの行政機関で分散管理されますことから，マイナンバーを用いまして，直接，全ての個人情報を引き出すことはできない仕組みとなっております。
　さらに，総務省のセキュリティに関する検討会の報告では，マイナンバーを利用しまして個人情報を取り扱う情報システムについては，他のネットワークと分離するなどのセキュリティ対策を講じることとされております。
　このため，本県におきましても，総務省の検討会の報告を踏まえまして，情報システムのセキュリティを高める方策について検討しているところでございます。
　引き続き，国や市町と連携いたしまして，マイナンバー制度に対する県民の不安解消を図り，制度の円滑な導入と効果的な活用に努めてまいりたいと考えております。
４　子育て支援策について
（１）子どもの医療費助成制度の拡充について
（辻県議）まず、子どもの医療費助成制度についてです。この制度は「子育て家庭の経済的負担の軽減と、乳幼児の健康保持」にとって重要な事業であり、少子化対策としても大きな役割を果たしています。県制度は入通院とも就学前までになっています。
現在、県内２３市町で県以上の助成をしているのは、入院は大崎上島町以外の２２市町で全体の９５％、通院は18市町で全体の78％になります。
県制度と同じであった大崎上島町は、子育て環境を充実させ、若者や子育て世帯の定住促進を図るために、来年度入院・通院とも中学校3年生まで引きあげることを決めたほか、府中市も来年度、入院通院とも中学校3年生まで引きあげます。全国的にも、小学校卒業まで入院は23都道府県、通院は12都府県、中学校卒業まで入院は15都県、通院は6都県で、子どもの医療費助成制度の拡充はすすんでいます。
県内市町において子ども医療費助成制度の対象年齢を引き上げ、子育て世代の定住の促進、安心して子どもを産み育てる環境の拡充がすすんでいることについて、県はどのようにお考えなのか、知事のご所見をお伺いします。
（知事）子供は地域の宝であり，心身ともに健やかに育つよう社会全体で子育てを応援する環境づくりが重要であると考えております。
　こうした中，乳幼児の医療費助成につきましては，県内市町において，過去５年間で，３市３町で通院，３市４町で入院の対象年齢が拡大されております。
　これらは，人口の減少など，地域の実情に応じた施策の一環として，制度の拡充を図っておられるものと認識しております。
（辻県議）　国立社会保障・人口問題研究所による第14回出生動向基本調査（2010年調査）によりますと、「夫婦が実際に持つつもりの子どもの数＝予定子ども数（2.07人）が理想子ども数（2.42人）を下回る理由として『最も多いのは子育てや教育にお金がかかりすぎるから』であった。とりわけ30歳未満での若い世代ではこうした経済的理由を選択する割合が高い」と分析しています。
さらに同調査では、『理想を３人以上としている夫婦では理想が実現しない理由として』とし、『１人目の壁は年齢・身体的理由、３人目の壁は経済的理由』としています。
　子育て世代の経済的負担を軽くし、子どもを安心して産み育てる環境を充実した、ファミリーフレンドリーな広島県を実現していくためにも、子どもの医療費助成制度を中学校卒業までを目指しつつ、小学校3年生、小学校6年までと計画的に対象年齢を引き上げてはどうでしょうか、知事のご所見をお伺いします。

（知事）乳幼児医療費公費負担事業につきましては，少子化が進行する中で，乳幼児の健康保持と子育て家庭の経済的負担を軽減するという観点から，重要な施策の一つであると認識しており，これまで対象年齢を現行の就学前まで拡大してきたところでございます。
　一方で，自治体間によって，子供たちが受ける医療サービスに差が生じることは適当でなく，国において，全ての子供を対象とした全国一律のサービスが提供されるよう働きかけてまいりました。
　これを受けて，本年９月から，国の「子どもの医療制度の在り方等に関する検討会」において検討が始められたところであり，対象年齢の更なる引き上げにつきましては，その動向を注視いたしますとともに，本県が推進する子育て支援策全体のバランスの中で，今後の社会保障関係費全体の動向なども勘案しながら，慎重に検討していく必要があると考えております。

（辻県議、再質問）　この１０年間制度拡充が行われていないが，実施しないのは財政的なものなのか。

（健康福祉局長）　自治体間において，対象年齢が異なり，受けられる医療サービスに差が生じていることは適当でなく，国が全国一律のサービスとして提供すべきものと考えております。
　このため，国に対して，全ての子供を対象とした医療費助成制度を創設するよう働きかけてきたところでございます。
　子育て支援策全体のバランスの中で，今後の社会保障関係費全体の動向なども勘案しながら，慎重に検討していく必要があると考えております。

（辻県議、再々質問）　子育て支援・定住促進につながり，人口が増えることにもつながるのだから，対象年齢を引き上げるべきではないか。

（健康福祉局長）　子育て施策につきましては，子供が心身ともに健やかに成長できるように，社会全体で応援していくことが重要であると認識しております。
　そういった中の医療費助成につきましては，子育て支援策全体のバランスの中で，今後の社会保障関係費全体の動向なども勘案しながら慎重に検討していく必要があるものと考えております。
　また，全国一律のサービスとして提供すべきものであることから，国の検討会の動向を注視しながら，慎重に検討していく必要があると考えております。
（２）保育料助成制度の創設について
（辻県議）次に、子育て世帯への経済的負担の軽減では、保育料への助成があります。補助内容は、対象者を第２子・３歳未満から第3子・3歳以上就学前までなど、補助率も全額から所得階層別に区分するなど、さまざまであります。全国的には１９府県で実施しています。中国5県の鳥取県、島根県、山口県などは、すでに保育料軽減措置をしています。また12月3日、岡山県知事は第3子以降の保育料の無償化に取り組む考えを示し、来年度、実施を検討しています。しかし、広島県には補助がありません。安心して子育てできる広島県をつくるためにも、先進事例を検討し保育料軽減の制度、導入に踏み切ってはいかがでしょうか、知事のご所見をお伺いします。
（知事）現在，保育料につきましては，同時入所の場合の２人目は２分の１，３人目以降は無償となっており，一定の負担軽減が図られているところでございます。
　県独自の減免につきましては，受益と負担の関係や，安定的で持続的な制度の運営のために，他県での成果も参考にしつつ，慎重に検討していく必要があると考えております。
５　小規模企業・小企業について
（辻県議）小規模企業・小企業の振興についてお尋ねします。
昨年６月、「小規模企業振興基本法」が成立し、国とすべての自治体に小規模企業への支援が責務として明確にされ、地域経済を支える中小業者の発展に行政が正面から取り組むことを求めています。
　県内企業数の99.8％が中小企業であり、また86.3％は従業者5人以下の小規模家族経営を含む小規模企業です。中小企業・小規模企業は雇用でも78.6％を擁しており、地域経済と雇用を守るためには、小規模企業の振興は欠かせません。小規模企業振興基本法が、中小企業基本法の理念を維持しつつ、「個人事業者をはじめとする従業員が５人以下の事業者を『小企業者』とし」、その事業の「持続的な発展（維持）」を正面から応援すること目的にしているのはそのためです。
この法律に基づき、昨年10月、国は「小規模企業振興基本計画」を策定し、自治体に対して、地方公共団体は国と連携を図りながら、「基本計画を踏まえ地域特性に応じた施策を策定し、効果的・重点的実施を図る」ことを求めています。
更に本年4月、中小企業庁は初めて小規模企業白書を発表し、小規模企業の構造的問題や発展に向けた課題を明らかにしたところです。
島根県では「小規模企業振興法」も踏まえ、「島根県中小企業・小規模企業振興条例」を11月24日に成立させました。全国商工団体連合会の調べでは34県140区市町が「中小企業振興条例」を制定しています。
そこで、県としては小規模企業・小企業の持続的な発展・維持のためにどのような施策を考えているのかについて、また併せて、中小企業・小規模企業振興に向け広島県でもこのような条例を策定してはどうかと考えますが、知事のご所見をお伺いします。
（商工労働局長）本県の中小・小規模企業は，独自の技術やノウハウ等を活かして，新たな分野に挑戦する企業も多く，本県経済の活性化に大きな役割を担っており，中小企業への支援は，極めて重要であると認識いたしております。
　今後，人口減少に伴う国内市場の縮小やグローバル化が一層進む中で，県内中小・小規模企業が持続的に発展していくためには，イノベーションを通じて，付加価値の高い商品やサービスを生み出し，新たな市場を創出していくことが必要でございます。
　このため，本年１０月に改定いたしました「ひろしま未来チャレンジビジョン」の中では，「産業イノベーション」という領域におきまして，中小・小規模企業を含めた県内企業がイノベーションを生み出しながら，持続的に発展していくための取組方策を掲げますとともに，ビジョンを踏まえて策定いたします「県政運営の基本方針」におきまして，具体的な方向性を明らかにした上で，産業振興施策を展開することといたしております。
　こうした中，国におきましては，商工会及び商工会議所が市町や金融機関と連携して，小規模企業の意欲ある取組を強力に支援するために，小規模支援法を改正し，商工会等が小規模企業に寄り添って，需要開拓や経営承継等の課題解決を支援するための「経営発達支援計画」の認定が行われているところでございます。
　県といたしましては，小規模企業の持続的発展に向けた施策を総合的かつ計画的に推進するため，商工会等の経営発達支援計画の策定を支援いたしますとともに，計画の着実な実行に必要な体制の確保や経営指導員等の人材育成，支援機関相互のネットワークづくりなど，地域ぐるみでの支援体制の強化に努めているところでございます。
　なお，多くの道府県で策定をされております中小企業の振興に関する条例につきましては，その多くは，理念的なものに留まっているものと受け止めております。
　今後とも，中小・小規模企業のニーズなども踏まえながら，これらの取組をさらに推進いたしますとともに，市町や金融機関，産業支援機関との連携を一層強化し，中小企業及び小規模企業の振興に取り組んでまいります。
６　住宅リフォーム助成制度について
（辻県議）地域の小企業・事業者への仕事づくりと、地域内経済循環を活性化させる事業として、住宅リフォーム助成制度があります。
2013年度現在で、全国628自治体、全自治体の３５．６％で実施されています。この事業は、予算の10～20倍の仕事をつくり出し、業者も住民も地域も元気にすると好評で、制度の発展充実が求められています。私は、この事業は中小業者への仕事おこしと同時に、経済の地域内循環を生み出し地域経済に大きく貢献する事業だと考えるものであります。
秋田県では、2010年度から「50万円以上の工事に対し10％補助、上限15万円」を基本とした「住宅リフォーム推進事業」を開始しています。同県の調べによると、2010年度から2014年度の5年間の事業効果は，県制度の活用件数が61,444戸，補助金総額79億6,000万円超で，工事総額は，約1,211億4,500万円に上ります。産業連関表による経済波及効果は、約1,911億円で、補助金の24倍に相当します。今年度も予定件数9,000件、10億3,500万円の予算を組み実施しています。
広島県は、「子育て・高齢者等あんしん住宅リフォーム普及支援事業」を経済的効果があると認めながらも廃止しました。
秋田県のように増改築・リフォーム、耐震、省エネ、バリヤフリー改修など広範囲に活用でき、使いやすい「住宅リフォーム助成制度」を県として，再度創ってはいかがかと考えますが、知事のご所見をお伺いします。
（都市建築技術審議官）子育て・高齢者等あんしん住宅リフォーム普及支援事業につきましては，平成２４年度及び２５年度におきまして，市町に対し制度を創設する年度に，助成する方式で実施したところでございます。
　現在でも，１１市町が助成を行っており，一定の効果があったものと考えております。
　住宅リフォーム助成制度につきましては，経済対策としてではなく，高齢者などの支援に加え，若者の定住促進や空き家対策など，地域の課題に応じて市町により運営することが望ましいと考えており，また，国の交付金の活用も可能であることから，県の事業を終了したものでございます。
　今後とも，豊かな住まいづくりの実現に向け，地域において主体的な取組が継続してなされるよう，市町と連携してまいります。
７、教育条件整備について
（辻県議）教員が病気休暇、介護休暇、産前産休に入っても、替わりの教員がつかない、いわゆる「教育に穴が空く」事態について、これまで幾度も指摘し抜本的な改善を求めてきました。
昨年度、病気休暇で２週間以上も代替教員が配置できなかった件数は、小学校で６５件、中学校で25件です。最大の遅れは尾道市の小学校で165日、中学校は同じく尾道市の保健体育で117日であります。事前に休暇が分かっている産前休暇でも小学校30件、中学校でも1件あり、最大の遅れは福山市の小学校で112日となっています。
代替教員が直ちにつかない件数の多さはもとより、6か月から４カ月近くも担任がいない、中学校では117日、4カ月近くも先生がいない、これでまともな教育が出来ていると言えるのでしょうか。教育長のご所見をお伺いします。

（教育長）学校におきましては，本来，定められた数の教員を配置しなければならないものでございますが，本務者の急な病気休暇等により，一部に代替教員を直ちに配置できない状況もございます。
　このような場合には，学級担任をしていない教員が代わりの担任を務めたり，学校の時間割を変更したりするなど，校内体制の整備によりまして，教育活動に支障が生じないよう工夫しているところでございますが，教育環境として適切とは言えず，改善していかなければならない課題であると認識いたしております。
（辻県議）今年度は，10月30日現在で，病気休暇に係る同件数は小学校36件、中学校19件、合わせて55件となっています。介護休暇は小中合わせて7件、産前休暇は小中合わせて12件と、教育現場の実態は「教育に穴が空く」事態が改善されるどころかますます深刻になっているではありませんか。「代替教員の休暇予測や必要な時期があらかじめ正確に把握できない、免許の種類が合致できない等の理由からと、やむを得ず配置が遅れる場合もある」としていますが、なぜこのような事態になるのか、どのように解決しようとしているのか、教育長にお尋ねします。
（教育長）代替教員の確保につきましては，より多くの候補者情報を収集しておくことが必要と考えており，臨時的任用職員や非常勤講師の募集におきまして， 
 ・ホームページへの掲載，
 ・採用試験受験者に対して受験願上での任用希望の確認や募集チラシの配付，
 ・辞退職者に対する臨時的任用や非常勤講師の希望の有無の確認
　などに，これまでも積極的に取り組んできたところでございます。
  また，収集した臨時的任用職員や非常勤講師の候補者情報を，教育事務所などと共有するなど，代替教員が必要となった場合に，速やかに対応ができるよう，必要な体制整備に努めてきたところでございます。
  しかしながら，候補者が既に他の職に就いていたり，地域や時期によっては，必要な校種・教科と勤務を希望する者の免許の種類が合致しないといった状況があることなどから，配置が遅れる場合があると考えております。
　このことから，今年度から新たに秋の大学訪問を行い，４年生を対象に臨時的任用などの募集活動を始めたところでございます。
　教育委員会といたしましては，これらの取組をしっかりと行うことによりまして，代替教員の確保に努めてまいります。
（辻県議）休暇申請があってから代替教員を確保することは容易ではありません。例えば、定数外で教員を確保する登録講師人材バンクをつくるなど抜本的な対策が必要だと考えますが、教育長のご所見をお伺いします。
（教育長）講師人材バンクなどを設置し，定数外で教員を確保しておくことにつきましては，多額の経費が必要となることなどから，制度化は困難でございます。
  教育委員会といたしましては，代替教員を配置できていない状況があることは，改善すべき重要な課題であると認識しており，引き続き，必要な人材の確保に努めてまいりたいと考えております。
８、定数内臨時教員の解消と正規教員の増員について
（辻県議）今年度の定数内臨時的任用者、いわゆる定数内臨時教員は小・中学校で734人、高等学校で67人、特別支援学校で185人、合計986人。この３年間右肩上がりで増え、昨年度より53名の増、平成14年度の366人の実に2倍超となり、過去最高であります。これらの教員は、正規教員として採用されてしかるべき人たちでもあります。
県教委は「教育環境を整えるためには、定数内臨時的任用者の減少を図ることが課題である、必要な教員の確保に努力する」と答えてきました。しかし、現状は依然として改善されていません。
その理由として、①新採用者の辞退者が予想以上に多い、②早期退職者が予想以上に多かった、③特別支援学級の増加、④非常勤講師の常勤職員化、などをあげていますが、これらは事前に予測できたことです。
なぜ改善されないのか、その理由と解消の方法を教育長にお尋ねします。
（教育長）教育委員会におきましては，定数内臨時的任用者の減少を図る観点から，新規採用教員数を計画的に増やしているところでございますが，特別支援学級の増加等の理由から，必ずしも定数内臨時的任用者を減少させることができていない状況でございます。
　そのため，特別支援学級の増加等に対応する教員数を見込む際には，一定の予測を立て，採用数に反映させておりますが，その予測以上に必要となる教員数が増加し，定数内臨時的任用者は増加をしております。
　教育委員会といたしましては，児童生徒数の推移や早期辞職者数等の精査を図り，中長期的な視点に立って，必要な新規採用教員数の確保に努めてまいりたいと考えております。
（辻県議）また、臨時的任用とはどのような場合に採用され、任期はどのようになっているのか、併せて、教育長にお聞きします。
（教育長）定数内臨時的任用者は，見込みを超える早期辞職者が生じた場合や，年度当初に学級数が増加した場合など，定数に欠員が生じた場合に採用しているものでございます。
　任期は，法令の規定によりまして，６月を超えない期間とされており，また，６月を超えない範囲で１回の更新ができることとなっております。
（辻県議）文科省の調査では、今年度、公立小・中学校の教員定数に占める正規教員の割合は、全国平均は93.1%、全国1位は東京都の102．6％、２位は鳥取県の99.6％です。広島県は36番目の90.7%であります。ここ数年この順位はほぼ変わりません。
昨年7月4日付で総務省は「臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用について」とういう通知を出していますが、臨時的任用の職員についてどういう点に留意すべきであるとしているのか、教育長のご所見をお伺いします。
（教育長）昨年７月の総務省通知におきましては，臨時・非常勤職員の採用に当たり，例えば，
・社会保険や労働保険の適用について，法律に基づく適用要件に則って適切に対応すること
・研修や福利厚生について，従事する業務の内容や業務に伴う責任の程度に応じて適切に対応すること
・同一の者が繰り返し臨時職員などとして任用されることは，計画的な人材育成への影響や臨時職員としての身分の固定化などの問題を生じさせるおそれがあること
　などが，留意すべきポイントとして示されており，教育委員会といたしましても，引き続き，こうした点を十分配慮して，臨時的任用職員等の任用を行っていく必要があると考えております。
（辻県議）2015年度の広島県の加配定数は869人、加配率は6.6％で全国最低水準であります。定数内臨時教員多数採用するなど、本県の安上がりの「定数政策」の抜本的な転換が求められています。
全ての子どもたちに行き届いた教育をするためにも、身分の安定した正規任用者を大幅に増やし教育条件整備を進めるべきだと考えますが、教育長のご所見をお伺いします。
（教育長）新規採用教員数につきましては，今後の退職者の増加に対応して，計画的に増やしているところであり，平成２２年度以降は，７００名から８７０名程度まで増加をさせて採用してきているところでございます。
　しかしながら，近年，児童生徒数が減少しているため，将来の教職員定数の減少を勘案する必要があることや，優秀な人材を確保する観点から，採用数を大幅に増やすことは難しい状況でございます。
　教育委員会といたしましては，教育環境を整えるために，今後とも，中長期的な視点に立って，必要な正規教員の採用に努めてまいりたいと考えております。
９、少人数学級の拡充について
（辻県議）47都道府県で、３５人学級を小学校２年生までしか実施していないのは、広島県と熊本県、そして大阪府の3府県だけであります。少人数学級でゆきとどいた教育をすすめるという点では、広島県は全国的にも極めて遅れており、恥ずべき状況であると考えるものであります。
中国５県では広島県より財政力が厳しい島根県では、３５人学級を2014年度から３年間で中学校３年生まで拡大します。
文科省は少人数学級で期待できることとして、①理解度や興味・関心に応じたきめ細かな指導が可能、②発言・発表機会が増え授業参加がより積極化する、③教室にゆとりが生じ様々な教育活動が可能、④生徒指導上の課題に即した個別指導の充実、⑤幼稚園からの円滑な移行による小１プロブレムに対応など、少人数学級の教育効果を明らかにしています。
　広島県は、少人数学級の教育効果を認めながら、財政的な理由をもって、少人数学級はすすまず全国最下位です。これでどうして「日本一の教育県の創造」に向けて取りくんでいくと言えるでしょうか。きめ細かく、行き届いた教育を実現していくため、３０人学級を目指しながら、当面３５人学級を全学年に広めていくことに踏み出すべきだと、強く求めるものでありますが、教育長のご所見をお伺いします。
（教育長）少人数学級編制につきましては，仮に中学校３年生まで３５人学級とした場合，新たに人件費として約４５億円の経費が毎年度必要となることが見込まれます。
　こうした多額の経費負担を伴うことから，国からの特段の措置なしに少人数学級を拡大することは困難であると考えております。
　なお，義務教育における少人数学級の推進は，国が責任をもって標準法の改正を行い，導入されるべきものと考えており，国に対しまして，全国都道府県教育長協議会などを通じ，引き続き，標準法の改正による３５人学級の導入を要望してまいります。
（辻県議、再質問）　過去の議会で，多額の経費負担を理由に３５人学級の拡大は困難である旨の答弁があったが，例えば小３や小６まで引き上げた際に，費用や人数はそれぞれ，いくらかかり何人必要になるのか。

（教育長）　３５人学級につきまして，現行の小学校２年生までを小学校３年生までに引き上げた場合，教員数といたしましては８０名程度，人件費として約７億円でございます。
　同様に小学校６年生まで引き上げた場合，教員数といたしましては３００名程度，人件費として約２５億円が毎年度新たに必要となるところでございます。

（辻県議、再々質問）　過去の議会で，多額の経費負担を理由に３５人学級の拡大は困難である旨の答弁があったが，例えば小３や小６まで引き上げた際に，費用や人数はそれぞれ，いくらかかり何人必要になるのか。

（教育長）　３５人学級につきまして，現行の小学校２年生までを小学校３年生までに引き上げた場合，教員数といたしましては８０名程度，人件費として約７億円でございます。
　同様に小学校６年生まで引き上げた場合，教員数といたしましては３００名程度，人件費として約２５億円が毎年度新たに必要となるところでございます。
１０、県内大学、高校への期日前投票所の設置について
（辻県議）2013年参議院選挙の広島県の投票率は49.99％でした。20代の投票率は33.37％、実に3人に1人しか投票していません。実際、参議院選挙の全投票所から188投票所を抽出した結果でも、年齢階層別で20～24歳が31.18％と投票率が最低でした。昨年の総選挙でも20～24歳投票率が29.72％と最も低い投票率でした。
　こうしたなかで、選挙権年齢が18歳以上に引き下げられた改正公選法が来年6月19日に施行され、来年の参議院選挙が最初の選挙になります。福山市の選挙管理委員会は若年層の投票を促すことを目的に、福山市立大学に期日前投票所を設けることを決めました。尾道市選管が尾道市立大学、東広島市選管が広島大学に期日前投票所を設けることを検討しています。
そこで、新たに選挙権を得た学生や高校生など、若い人の投票率向上をはかるため、県内の大学と高校に期日前投票所を設置するよう、求めるものですが、ご所見をお伺いします。
（選挙管理委員会事務局長）近年の投票率をみますと，若年層の投票率の低さには深刻なものがあり，投票率向上に向けた取組が重要な課題であると認識いたしております。
　こうした中，１８歳選挙権に係る公職選挙法の改正とも相まって，大学内へ期日前投票所を設置することは，若者の政治参加意識を促進する上からも，意義があるものと考えております。
　一方，設置に当たりましては，投票の秘密が保持できるスペースの確保や，専用オンライン回線の設置が必要となるとともに，通常は当該大学の所在する市区町内から通っている学生に投票が限られるなど，様々な課題もございます。
　こうした課題もありますが，県選挙管理委員会といたしましては，福山市立大学などの先進事例の情報提供や，具体的な課題に対する助言を行うなど，市町の選挙管理委員会と連携しながら，大学内への期日前投票所の設置の拡大に向けて取り組んでまいりたいと考えております。
　なお，高校における期日前投票所の設置につきましては，先ほどの課題に加え，投票できる者が１８歳になった生徒に限定されること，また，期日前投票所では市区町内の有権者は全て投票できることから，生徒以外の有権者が来校することによる学校教育への影響などが考えられますため，今後の全国的な動きを注視しながら，慎重に検討を進めてまいりたいと考えております。
１１、広島市東部地区連続立体交差事業について
（辻県議）広島都市圏東部のJR向洋駅及び海田市駅周辺地区は、JR山陽本線及び呉線により市街地が分断され、踏切遮断による慢性的な交通渋滞や消防救急活動に支障が生じ都市機能が著しく阻害されています。これらを解決するため関係市町村が44年前から取り組みをはじめ、1999年に都市計画決定が行われ、2002年度事業認可を受け広島都市圏東部6,3キロをすべて高架にする当初の事業は2015年度に完成するはずでした。
ところが、巨額の事業費や関係住民との調整などで計画の延期、縮小などを経て、本年6月、見直し案が示されました。海田市駅の周辺2キロと向洋駅の周辺2キロを高架化する一方、その間にある安芸区船越地区などは高架化しないで、線路をまたぐ跨線橋や線路をくぐるアンダ―パスを設ける計画になっています。
船越地区の住民からは、「線路の山谷の形態、跨線橋やアンダーパスは現地の交通状況を知らない計画あり無用の長物だ」という声が寄せられています。また、「引地踏切」は、幅も狭く人や自動車などの通行は、「いつ事故が起きても不思議でない」状況だといわれています。
この地域は国道2号線と31号線、県道164号広島海田線、JR山陽本線、JR呉線が交差、入り組み広島県でも一番の交通の難所といわれているそうです。特に跨線橋の南北入口付近は交通渋滞がひどく、見直し案が実施されると、地域の人達は跨線橋に乗らず隣の堀越や海田の踏切道に行くと言われています。
渋滞の解消どころか渋滞の分散になると懸念するものでありますが、知事のご所見をお伺いします。
（都市建築技術審議官）広島市東部地区連続立体交差事業は，広島都市圏東部地域の交通の円滑化や，　市街地分断の解消を図るものであり，まちづくりの観点から進めてきた事業でございます。
　平成２７年６月にお示しした見直しの方向性では，向洋駅周辺及び海田市駅周辺については，鉄道の高架化や東西幹線道路の整備を行うことにより，関係市町が実施する土地区画整理事業と一体となって，まちづくりが行なわれるものと考えております。
　また，高架化されない区間につきましても，東西幹線道路の整備とともに，主要な道路と鉄道との立体交差化，引地踏切の延長短縮，歩行者動線の立体化，などにより，渋滞緩和や踏切の安全確保が可能となり，当事業に求められている交通の円滑化などが図られるものと考えております。
（辻県議）　船越地区をはじめ関係住民の願いは、広島都市圏東部の交通渋滞の解消、南北一体化、踏切の安全確保であります。見直し案を撤回して当初計画にもどすか、または、高さは低くしても全区間を高架にすべきだと求めるものですが、知事のご所見をお伺いします。
（都市建築技術審議官）　当事業につきましては，全区間を高架化する当初の計画で事業を実施した場合，昨今の公共事業を取り巻く環境の中では，事業の長期化など，様々な問題が生じるため，大幅なコスト縮減を図り，早期に事業効果が発現できるよう，平成２４年２月に事業の見直し検討に着手したところでございます。
　平成２５年８月には，広島市安芸区から海田町につきましては，高架化はしないものの，鉄道をまたぐ道路の整備などにより，都市内交通の円滑化など，一定の事業効果が見込まれる検討案を，県・市連携して，関係する皆様にお示ししたところでございます。
　その後，海田町におきまして，現在進められている土地区画整理事業とあわせた南北市街地の一体化など，今後のまちづくりの在り方について，海田町と協議を重ねるとともに，国土交通省や広島市など関係機関とも調整をはかりながら，コスト縮減策について，検討を行ってまいりました。
　その結果，海田市駅周辺につきましては，高さを抑えた高架化を行う見直しの方向性を，平成２７年６月に，県と広島市で取りまとめ，この内容について，府中町及び海田町を含む関係４者で合意したところでございます。
　この度お示ししている見直しの方向性では，事業費は，全区間を高架化する計画に比べ，約３割の縮減が見込まれ，事業効果の早期発現も可能となるとともに， 当事業に求められている事業目的が概ね達成できるものと考えております。
　県といたしましては，引き続き，関係する皆様の御意見を伺いながら，できるだけ早期に工事着手できるよう，共同事業者の広島市と共に，関係者と協議するなど，取組を進めてまいります。
１２、広島高速５号線、福山西環状線、福山沼隈道路について
（辻県議）広島市東部地区連続立体交差事業は全区間の高架化を関係住民が求めているにもかかわらず、見直し案を押しつけています。その一方、広島高速5号線や福山西環状線、福山沼隈道路は長年の反対運動があっても強引にすすめているのが広島県です。住民合意がすすまないこれら大型道路建設はただちに中止することを求めるものでありますが、知事のご所見を伺いします。

（土木建築局長）広島都市圏及び備後都市圏は，人口，産業，都市基盤などが集積し，中国地方全体の自立的な発展を牽引する役割を果たしてきたところであり，これらの都市圏が，引き続きこうした役割を担うためには，広島高速道路や福山環状道路，福山沼隈道路など，物流機能を強化し，地域間交流を支える広域道路ネットワークの構築が重要であると考えております。
　広島高速５号線につきましては，住民の不安をできるだけ取り除くため，地表面沈下の抑制に優れたシールド工法の採用や，一定の地表面沈下などが発生した場合に土地の買収などを行う仕組みの構築など，「安全確保と安心の構築」に向けた取組を行っているところであり，１１月末にシールドトンネル工事の入札公告を行ったところでございます。
　また，福山西環状線及び福山沼隈道路につきましては，福山市と連携し，地元への説明や調整を図りながら，用地買収や工事を進めているところでございます。
　これらの路線は，広域連携基盤の強化や交通混雑の緩和など，広島都市圏及び備後都市圏の拠点性をさらに高める上で必要不可欠であることから，引き続き，関係機関と連携し，地域の住民の皆様の御理解と御協力が得られるよう，丁寧な対応に努めながら，着実な事業推進に取り組んでまいります。
２０１５年１２月県議会
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